
 
 

多様なニーズに対応する長周期地震動の 
予測情報に関する実証実験について（案） 

 
平 成 29年 6月 28日 
長周期地震動に関する情報検討会 
多様なニーズに対応する予測情報検討WG 

１ 目的 

本実証実験は、平成29年3月21日に公表された「長周期地震動に関する情報のあり方につ

いて（長周期地震動に関する情報検討会平成28年度報告書）」（以下、報告書。）に基づき（※1）、

将来気象庁以外の者が行う長周期地震動の予報業務を見据えて、その効果及び利活用方法の検

証、課題の抽出・整理等を行うことに加え、長周期地震動の理解促進、長周期地震動階級の周

知等を行うことを目的とする。 

２ 概要 

本実証実験は、本WGの下、気象庁と国立研究開発法人防災科学技術研究所（以下、防災科研。）

が共同で実施する。具体的には、気象庁が発表する緊急地震速報の震源要素に基づき、防災科

研が自らのサーバにおいて報告書で定めた手法を用いて長周期地震動階級等を予測し、実験参

加者に対し以下の2通りの形態でデータ提供を行う（※2）。 

（１）実証実験の形態について（詳細は別添資料参照） 

①機械処理可能な予測結果を利用した実験 

・実験参加者は、WGメンバ及び WGが必要と判断した者とする。気象庁、防災科研、実験

参加者の三者は、取り扱うデータの調整等、必要な取り決めについて覚書を取り交わす。 

・実験参加者は、WG開催時に利活用状況を報告する。 

   ②予測結果の分布図を利用した実験 

・実験参加者は、WEB閲覧可能な一般から募る。募集人数は、当初は 3,000人程度（ID、

パスワードで管理）とするが、必要に応じて高層ビルの居住者、就業者、防災管理者等、

長周期地震動の情報に関係が深い者を追加募集する。 

・実験参加者は、利活用状況について半年毎程度を目処にアンケートに回答する。 

   （※2①②ともに予測結果を第三者へ情報提供することは禁止とする。） 

 

 （２）スケジュールと結果のとりまとめ 

・システム等の準備が整い次第、報道発表を行い、概ね 1ヶ月間、実験参加者を募集した

上で実験を開始（早ければ秋より）。 

・終了は、本WGの検討期限である平成30年度末までを予定。 

・実証実験の結果とそれを踏まえたWGの検討成果は、WG報告書でとりまとめ公表。 

（※1）「長周期地震動に関する情報のあり方について」よりWGの検討内容を抜粋 
a.多様なニーズに対応する予測のために、建物の構造などを踏まえた予測技術の検討･検証を行う。 
b.観測結果の活用も含めた予測情報の利活用促進のため、情報利用者のニーズと予測精度を踏まえた
様々な利活用方法の検討を行う。 

c.リアルタイムでの情報提供における課題を抽出するため、実際に予測情報を試行的に提供し、利活用
についての検討を行う。 
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